
一般会計
町税 129,820

繰越金 12,110

243,147652,808

諸収入 35,179

その他 66,038

地方交付税
320,523

道支出金
  102,481

町債
  98,415

国庫支出金
  92,036

地方消費税交付金
25,257

その他交付金
14,096

歳入決算

5,955万円

自主財源依存財源

・使用料および
   手数料   19,362

・寄附金   19,037
・繰入金   15,467
・分担金および
   負担金   10,235

・財産収入 1,937

・地方譲与税 9,666
・自動車取得税交付金 2,132
・ゴルフ場利用税交付金 1,126
・地方特例交付金 426
・配当割交付金 224
・株式等譲渡所得割交付金 194
・利子割交付金 166
・交通安全対策特別交付金 162

・町民税 55,922
・固定資産税 55,410
・町たばこ税 9,887
・都市計画税 5,132
・軽自動車税 3,265
・入湯税 203
・鉱産税 1

（72.9％） （27.1％）

89億

特別会計
　

特
別
会
計
は
特
定
の
事
業
目
的
の

た
め
に
一
般
会
計
と
区
分
し
た
会
計

で
、
町
に
は
６
つ
の
特
別
会
計
が
あ
り

ま
す
。

1
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　

町
民
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た
め
保

険
給
付
を
行
い
、
医
療
保
障
の
充
実
に

努
め
ま
し
た
。　

2
北
海
道
介
護
福
祉
学
校
特
別
会
計

　

社
会
情
勢
な
ど
に
よ
り
入
学
者
数
は

減
少
傾
向
で
あ
る
も
の
の
、
介
護
福
祉

士
人
材
の
求
人
数
は
堅
調
で
開
校
以
来

30
年
連
続
就
職
率
１
０
０
％
を
継
続
し

ま
し
た
。

3
介
護
保
険
特
別
会
計

　

要
支
援
者
・
要
介
護
者
が
能
力
に
応

じ
、
自
立
し
た
日
常
生
活
を
営
む
こ
と

が
で
き
る
よ
う
保
険
給
付
を
行
っ
た
ほ

か
、
介
護
予
防
を
推
進
し
ま
し
た
。

4
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　

高
齢
者
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た

め
、
資
格
管
理
の
窓
口
事
務
な
ど
を
行

い
、健
全
な
医
療
給
付
を
進
め
ま
し
た
。

5
住
宅
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計

　

分
譲
中
の
朝
日
４
丁
目
住
宅
団
地

（
第
４
期
）
の
管
理
お
よ
び
販
売
促
進

を
行
い
ま
し
た
。

6
工
業
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計

　

分
譲
中
の
第
４
工
業
団
地
の
管
理
お

よ
び
販
売
促
進
を
行
い
ま
し
た
。

会計名 歳入决算額 歳出决算額 差　引
1国民健康保険特別会計 15 億 9,065 万円　　　　　　15 億 6,585 万円　　　　　　 2,480 万円
2北海道介護福祉学校特別会計 1 億 1,849 万円 1 億 1,820 万円 29 万円
3介護保険特別会計 13 億 5,549 万円 12 億 9,999 万円 5,550 万円
4後期高齢者医療特別会計 2 億 870 万円 2 億 849 万円 21 万円
5住宅団地造成事業特別会計 1,947 万円 1,012 万円 935 万円
6工業団地造成事業特別会計 234 万円 233 万円 1 万円

合　計 32 億 9,514 万円 32 億 498 万円 9,016 万円

企業会計

　平成 30 年度の一般会計・特別会計・企業会計の決算が９月議会
定例会で認定されましたので、決算の内容と主な事業成果の概要を
お知らせします。

【問い合わせ】経営企画課行政経営グループ　☎ 73-7503

◆
歳
出

　

歳
出
は
前
年
度
比
で
約
１
億
３
７
６

３
万
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
増
減
が

大
き
い
費
目
と
し
て
は
、
農
林
水
産
業

費
が
畑
作
構
造
転
換
事
業
実
施
な
ど
に

よ
り
約
１
億
１
３
６
１
万
円
の
増
、
民

生
費
が
認
定
こ
ど
も
園
の
施
設
整
備
完

了
な
ど
に
よ
り
約
１
億
６
６
７
８
万
円

の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

全
体
の
構
成
は
、
民
生
費
が
最
も
多

く
、
次
に
総
務
費
、
土
木
費
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
総
額
は
89
億
５
９

５
５
万
２
８
７
０
円
、
歳
出
総
額
は
87

億
９
５
９
３
万
５
１
３
３
円
と
な
り
、

差
額
の
１
億
６
３
６
１
万
７
７
３
７
円

を
次
年
度
に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

　

な
お
、
繰
越
額
の
中
に
は
、
次
年
度

に
実
施
す
る
事
業
財
源
１
０
２
０
万
円

が
含
ま
れ
て
い
る
た
め
、
実
質
収
支
は

１
億
５
３
４
１
万
７
７
３
７
円
と
な
り

ま
し
た
。

大切な税金の使い道
　　お知らせします

収益的収支 決算額
収入額 4 億 84 万円
支出額 3 億 7,125 万円
純利益 2,959 万円

資本的収支 決算額
収入額 2 億 661 万円
支出額 4 億 2,100 万円
不足額 2 億 1,439 万円

1水道事業会計
収益的収支 決算額

収入額 6 億 4,185 万円
支出額 6 億 491 万円
純利益 3,694 万円

資本的収支 決算額
収入額 2 億 9,308 万円
支出額 5 億 5,995 万円
不足額 2 億 6,687 万円

2下水道事業会計

平成 30 年度 決算状況

◆
歳
入

　

歳
入
は
国
庫
支
出
金
や
地
方
交
付
税

の
増
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
比
で
約

１
億
８
０
１
５
万
円
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

　

全
体
の
構
成
は
町
税
や
使
用
料
な

ど
、
町
が
独
自
に
確
保
し
て
い
る
自
主

財
源
の
割
合
が
27
・
１
％
、
地
方
交
付

税
や
国
・
道
交
付
金
な
ど
の
依
存
財
源

の
割
合
が
72
・
９
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

水
道
事
業
と
下
水
道
事
業
は
、
企
業

の
経
営
成
績
、
財
政
状
況
を
明
ら
か
に

す
る
た
め
、企
業
会
計
方
式
を
採
用
し
、

事
業
に
必
要
な
経
費
は
、
経
営
に
伴
う

収
入
（
上
・
下
水
道
料
金
）
を
も
っ
て

充
て
る
と
い
う
独
立
採
算
制
を
原
則
に

経
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

1
水
道
事
業
会
計

　

水
を
作
り
、
家
庭
な
ど
に
届
け
る
た

め
の
経
費
（
収
益
的
収
支
）
で
は
約
２

９
５
９
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た

が
、
浄
水
場
の
設
備
更
新
や
配
水
管
の

整
備
な
ど
の
経
費
（
資
本
的
収
支
）
で

は
２
億
１
４
３
９
万
円
の
不
足
と
な
り

ま
し
た
。

2
下
水
道
事
業
会
計

　

下
水
道
管
や
下
水
道
管
理
セ
ン
タ
ー

の
維
持
管
理
に
必
要
な
経
費
（
収
益
的

収
支
）
で
は
約
３
６
９
４
万
円
の
黒
字

と
な
り
ま
し
た
が
、
下
水
道
管
理
セ
ン

タ
ー
の
設
備
更
新
な
ど
の
経
費
（
資
本

的
収
支
）
で
は
２
億
６
６
８
７
万
円
の

不
足
と
な
り
ま
し
た
。

　　

各
会
計
の
不
足
額
は
、
収
益
的
支
出

の
う
ち
現
金
の
支
出
を
必
要
と
し
な
い

費
用
に
よ
っ
て
生
じ
た
資
金
（
損
益
勘

定
留
保
資
金
な
ど
）で
補
填
し
ま
し
た
。 歳出決算

9,594万円

民生費
177,979

総務費
174,873

公債費
116,455

土木費
147,173

農林
水産業費
86,258

教育費
67,020

衛生費
41,706

消防費
33,614

災害復旧費 7,716
議会費         6,570
諸支出金　1,524
労働費　    1,022

87億

商工費　   17,684

差引額　約　億 6,361 万円

※単位：万円
（万単位にそろえ

ているため、端数
が合わない場合が
あります）
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平成 30 年度事業実施結果の一部を紹介 - 栗山町第 6 次総合計画の主要施策より -

詳
し
い
情
報
は
別
冊
資
料
を
ご
覧

く
だ
さ
い

　

今
月
号
に
掲
載
し
ま
し
た
平
成
30

年
度
の
決
算
概
要
の
ほ
か
、
栗
山
町

第
６
次
総
合
計
画
に
基
づ
き
平
成
30

年
度
に
実
施
し
た
主
要
施
策
の
成

果
、
ま
ち
の
財
政
状
況
な
ど
、
よ
り

具
体
的
な
決
算
内
容
を
ま
と
め
た
冊

子
「
グ
ラ
フ
と
写
真
で
み
る
、
ま
ち

の
決
算
と
財
政
状
況
」
を
作
成
し
ま

し
た
。

　

冊
子
は
、
左
記
の
施
設
窓
口
に
配

置
し
て
い
る
ほ
か
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
も
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、
ぜ

ひ
ご
覧
く
だ
さ
い
。

◆
役
場
新
庁
舎
１
階
ロ
ビ
ー

◆
カ
ル
チ
ャ
ー
プ
ラ
ザ
「
Ｅ
ｋ
ｉ
」

◆
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
「
し
ゃ
る
る
」

◆
農
村
環
境
改
善
セ
ン
タ
ー

◆
南
部
公
民
館

基金残高の推移 ( 一般会計）町債残高の推移（全会計）

　
「
財
政
健
全
化
法
」
と
は
、
財
政
の
健
全

性
を
示
す
左
記
の
指
標
を
導
入
し
、
再
建
の

枠
組
み
を
定
め
た
法
律
で
す
。
町
で
は
、
計

画
的
か
つ
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い
ま

す
が
、
実
質
公
債
費
比
率
な
ど
の
状
況
は
依

然
と
し
て
全
道
平
均
を
上
回
っ
て
お
り
、
厳

し
い
財
政
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く

健
全
化
判
断
比
率
な
ど
の
状
況

指標 指標の説明 比率（％）
（H30 決算）

全道
平均（％）

（H29 決算）

基準値（％）
早期健全

化基準
財政再生

基準

実質公債費比率

一般会計が負担す
る元利償還金など
の標

注 ）

準財政規模に
対する比率

10.6 7.3 25.0 35.0

将来負担比率

一般会計が将来負
担すべき実質的な
負債の標準財政規
模に対する比率

74.4 52.8 350.0  

※この指標のほかにも、「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「資本不足比率」
　の指標がありますが、全ての会計が黒字決算で比率が生じていないため省略
　しています。

単位：億円

　  平成26年度 　  平成27年度 　  平成28年度 　  平成30年度

9.4
  9.6

   10.3

   9.3

　  平成29年度

  9.9   10.0

   5.0

　

安
定
し
た
財
政
運
営
を
進
め
る

た
め
の
貴
重
な
財
源
と
し
て
、
決

算
に
伴
う
余
剰
金
の
一
部
や
、
寄

附
金
な
ど
を
原
資
と
し
て
積
み
立

て
た
基
金
の
年
度
末
残
高
は
、
一

般
会
計
分
で
約
９
億
４
８
６
２
万

円
に
な
り
、
前
年
度
比
で
約
８
６

６
５
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
平
成
30
年
度
に
お
け
る

取
崩
額
は
約
１
億
８
８
４
５
万

円
、
積
立
額
は
約
１
億
１
８
０
万

円
で
す
。

　

町
債
（
町
の
借
入
金
）
に
は
、

毎
年
の
財
源
負
担
を
平
均
化
す
る

役
割
と
、
現
在
と
将
来
の
町
民
負

担
を
公
平
に
す
る
役
割
が
あ
り
、

町
で
は
財
政
状
況
を
悪
化
さ
せ
な

い
よ
う
、
栗
山
町
第
６
次
総
合
計

画
や
行
財
政
改
革
推
進
計
画
な
ど

に
基
づ
き
、
計
画
的
な
借
り
入
れ

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

町
債
の
年
度
末
残
高
は
全
会
計

分
で
約
１
６
３
億
７
７
４
９
万
円

と
な
り
、
前
年
度
比
で
約
４
億

２
９
７
２
万
円
の
減
と
な
り
ま

し
た
。

公営住宅の整備・改修を行います。

栗
山
駅
南
交
流
拠
点
施
設
予
定
地

建
て
替
え
を
し
た
曙
団
地

425,568 千円 76,553 千円

新町地区の再開発整備要望に取り
組みます。

計画事業
152

計画事業
141

※栗山町第６次総合計画に掲載されている計画事業番号、事業名（略称）、決算額および計画事業に関連した写真を掲載しています。

災害用物資の計画的な備蓄を進めると
ともに、備品保管倉庫を整備します。

更
新
し
た
第
２
分
団
第
２
部
車

（
ポ
ン
プ
車
）

新
築
し
た
防
災
備
蓄
倉
庫

52,806 千円 30,384 千円

消防団施設の更新など、充実・強
化を図ります。

計画事業
20

計画事業
11

単位：億円

　   平成26年度 　   平成27年度 　  平成28年度 　 平成30年度

   163

   173
   175

   168
   170

　  平成29年度

   172

   160
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教育効果向上のため、観察飼育舎とふ
れあいプラザの機能統合を図ります。

７
月
に
オ
ー
プ
ン
し
た
「
ふ
る
さ
と
い
き

も
の
の
里
オ
オ
ム
ラ
サ
キ
館
」

13,807 千円

計画事業
66

くりやま若者シティプロモーション事
業を推進します。

ク
リ
エ
イ
タ
ー
に
よ
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

16,159 千円

計画事業
192

ま
ち
づ
く
り
協
議
会
の
「
防
災
学
習
会
」

まちづくり協議会などの地域活動を支
援します。

計画事業
164

2,740 千円

栗
山
町
ふ
る
さ
と
福
祉
基
金
の
助
成

に
よ
り
開
設
し
た
児
童
通
所
施
設

障がい者の社会参画と自立支援に取り
組む団体・事業者などを支援します。

計画事業
108

9,766 千円

注）標準財政規模とは、標準税収入額などに普通交付税を加算した額です。


